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2019年 11月 22日 

 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社 

2019年度上半期業績報告 

プルデンシャル・グループ 4社[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プ

ルデンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナン

シャル生命）]の 2019年度上半期（2019年 4月 1日～2019年 9月 30日）の業績につい

て、以下の通りお知らせいたします。

契約業績（生命保険会社３社合算：個人保険・個人年金保険） 

○新契約高は、3兆 7,867億円、前年同期から 17.4％の減少

○保有契約高は、82兆 4,737億円、前年度末から 0.02％の増加

損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結） 

○経常収益は、1兆 2,798億円、前年同期から 23.6％の減少

○経常利益は、667億円、前年同期から 30.9％の減少

○親会社株主に帰属する中間純利益は、402億円、前年同期から 35.5％の減少

以上 

 

  

 



上記は「個人保険 + 個人年金保険」の金額または件数です。

売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの

2018年度末 増減率（％） 2018年度末

 3.含み損益

42,874

823.9870.3 851.7852.6803.6

プルデンシャル生命

2019年度
上半期末

2018年度末 増減額
2019年度
上半期末

ソルベンシー・マージン比率

1,148,742 315,978

▲ 0.5 5,175,578

* 保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。
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３社合算　(注1) プルデンシャル生命
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407

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

有価証券 （百万円） 2,536,3962,098,999 907,381 114,952

41,86040,770 1,089
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上半期末

2018年度末 増減額
2019年度
上半期末

6,466

 4.利益

2018年度
上半期

▲ 17.4 1,912,0892,381,7003,786,7504,583,572

保有契約年換算保険料 （百万円） 1,826,8111,844,950
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 1.契約の状況等

・各社数値は、百万円未満を切り捨てて表示しています。3社合算値は、円単位の各社数値を単純合算し、百万円未満を切り捨てて表示しています。連結数値ではありません。（*保険料等
収入を除く）
・各社の新契約件数は、千件未満を切り捨てて表示しています。3社合算の新契約件数は、各社の1件単位の数値を単純合算し、千件未満を切り捨てて表示しています。

３社合算　(注1) プルデンシャル生命
ＰＧＦ生命

（プルデンシャル
ジブラルタ ファイナンシャル生命）

ジブラルタ生命

232,533904,698 ▲ 2.0

0.5 36,929,857 ▲ 0.5 4,947,8674,952,751

228,8990.5 886,631

37,101,51440,595,98540,399,80182,454,067

2018年度末

0.7 186213

2019年度
上半期末

増減率（％）

保有契約高

2018年度末

11,471,47411,662,953

増減率（％）

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）

▲ 1.6

▲ 0.1

▲ 1.0

総資産 （百万円） 17,069,56217,157,263

2019年度
上半期末

増減率（％） 2018年度末
2019年度
上半期末

 2.資産の状況等
３社合算　(注1) プルデンシャル生命 ジブラルタ生命

（百万円） 82,473,710

新契約年換算保険料 （百万円）

▲ 10.6172,175192,667

27,545 ▲ 27.965,70180,819

▲ 7.0 448,609

35,455▲ 18.7 31,911

▲ 19.1

7,170

保険料等収入* （百万円） 1,027,0071,104,141

増減率（％）

22 ▲ 6.3

5,146 ▲ 32.764,38970,277 ▲ 8.4 3,466

12,975 ---

49,3411,464,721437,397 1,022,334

増減率（％）
2019年度
上半期

2018年度
上半期

増減率（％）
2019年度
上半期

2018年度
上半期

基礎利益 （百万円） 101,961107,999 32,575 4.7▲ 5.6 34,105

うち国内株式 （百万円） 54,83553,337 1,497
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連結ソルベンシー・マージン比率
2018年度末

2019年度
上半期末

977.4% 985.7%

総資産
2018年度末

2019年度
上半期末

増減率（％）

170,838 170,043 ▲ 0.5

親会社株主に帰属する
中間純利益

2018年度
上半期

2019年度
上半期

増減率（％）

623 402 ▲ 35.5

経常利益
2018年度
上半期

2019年度
上半期

増減率（％）

965 667 ▲ 30.9

保険料等収入　
2018年度
上半期

2019年度
上半期

増減率（％）

11,041 10,270 ▲ 7.0

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益
2018年度
上半期

2019年度
上半期

増減率（％）

16,752 12,798 ▲ 23.6
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中間連結貸借対照表

（単位：百万円）

期　　別　 2018年度末 2019年度
要約連結貸借対照表 中間連結会計期間末

（2019年3月31日現在） （2019年9月30日現在）

　科    目 金　　額 金　　額

357,828 267,295

26,552 24,136

3,419 3,456

14,426,537 14,397,864

1,681,588 1,773,426

101,259 101,322

75,402 75,103

36,311 30,149

240,835 205,419

1,394 1,482

133,843 125,850

△ 1,120 △ 1,144

17,083,852 17,004,361

15,631,616 15,680,524

82,414 79,864

15,517,731 15,572,672

31,471 27,987

73,105 57,787

315,004 229,322

113,880 114,391

2,515 2,286

258,127 262,019

258,127 262,019

16,394,250 16,346,331

47,105 47,105

54,334 54,334

436,914 367,384

538,354 468,823

151,046 197,042

9,224 217

△ 9,023 △ 8,054

151,248 189,205

689,602 658,029

17,083,852 17,004,361

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

再 保 険 貸

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計
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中間連結損益計算書 

（単位：百万円）

期　　別　

　科　　目

金　　額 金　　額

1,675,248 1,279,819
1,104,141 1,027,007

564,764 244,067
209,599 205,430

3,743 -
14,699 10,667

653 686
- 19,649

320,310 -
1,072 2,169

14,684 5,463
6,342 8,744

1,578,650 1,213,043
716,770 745,542
116,966 118,510
49,977 50,027

117,780 99,342
222,963 215,667

21 25
4,891 5,634

204,169 256,335
532,473 54,941

2,384 -
530,087 54,940

0 0
139,265 221,805

102 100
- 389

10,251 355
292 830
323 327

126,169 -
- 217,814

141 32
- 0

588 536
1,396 1,417

165,735 167,599
24,405 23,153
96,597 66,776

122 0
122 0

4,008 3,989
34 96

3,973 3,892
5,782 5,370

86,929 57,417
26,504 24,124
△  1,928 △  6,951

24,576 17,173
62,353 40,243
62,353 40,243

2019年度2018年度

2018年 4月 １日から

2018年9月30日まで 2019年9月30日まで

2019年 4月 １日から

中間連結会計期間

経    常    収    益

中間連結会計期間

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益

金 融 派 生 商 品 収 益
為 替 差 益
そ の 他 運 用 収 益
特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益
経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益

特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

法 人 税 等 合 計
中 間 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
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（中間連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 9社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社、

プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、プルデンシャル信託株式会社、ロックウ

ッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー日本支店を営業者とする匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセ

ット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホー

ルディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組合、Pine Tree, L.P.及び Green Tree, L.P.であります。 

 

（2） 連結される子会社及び子法人等の当中間連結会計期間の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー日本支店を営業者とする

匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合、

プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組合、Pine Tree, 

L.P.及びGreen Tree, L.P.の決算日は１２月３１日であり、当中間連結会計期間の末日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用して連結しております。 

 

（3） のれんの償却に関する事項 

 のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(中間連結貸借対照表関係) 

 

1. 重要な会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては９月末日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原

価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。その他有価

証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建その他有価証券の

うち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以

外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）    

  定率法（ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（２０１６年 3 月 31 日以前に取得した附属設備、

構築物を除く）については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      

（4） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

（5） 外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

 

（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準を準用して、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、その査定結果に基づ

いて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は 0百万円であります。 
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（7） 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額について、退職給付債務から年金資産の額

を控除した額を計上しております。 

ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度については、退職給付に係る資産を計上しております。 

退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。 

 

 
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

 
数理計算上の差異の処理年数  翌連結会計年度より５年～１０年 

 
過去勤務費用の処理年数 ５年又は１０年もしくは発生連結会計年度における一括費用処理 

なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

（8） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間連

結会計期間末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（9） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

（10） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、その他有価証券

のうち外貨建有価証券の為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及びキャッシュ・フローのヘッジとして繰

延ヘッジを適用しております。 

   ヘッジの有効性の判定は、時価ヘッジについてはヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分

析によっており、また、繰延ヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一と

なるようなヘッジ指定を行っているため高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代え

ております。 

    また、保険負債の一部に対する金利変動リスクのヘッジとして、「保険業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２６号）に基づく金

利スワップによる繰延ヘッジを適用しております。 

   ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象となる保険負債とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の残存

期間毎にグルーピングのうえヘッジ指定を行っているため、高い有効性があるとみなしており、これをもって

有効性の判定に代えております。 

 

(11) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費

税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消費

税等以外のものについては当中間連結会計期間に費用処理しております。 

 

(12) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式に

より計算しております。 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契

約について、追加責任準備金をプルデンシャル生命保険株式会社では３，６７７百万円、ジブラルタ生命

保険株式会社では３０，３１８百万円積み立てております。 
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2. 主な金融資産及び金融負債に係る中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。 

（単位：百万円） 
  中間連結 

貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金  
２６７，２９５ 

 
２６７，２９５ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 １６，４３６ １７，７３３ １，２９６ 
 その他有価証券 ７，６９９ ７，６９９ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 ３３９，２６０ ３３９，２６０ - 
 満期保有目的の債券 １９４，３８３ ２４２，３０７ ４７，９２３ 
 責任準備金対応債券 １０，７７６，２２５ １２，９９２，０１９ ２，２１５，７９３ 
 その他有価証券 ３，０８６，７６３ ３，０８６，７６３ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ３０８，１８９ ３０８，１８９ - 
 一般貸付 １，４６５，２３６ １，５３８，５８７ ７３，３５０ 
 貸倒引当金 △２６２ - - 
  １，７７３，１６４ １，８４６，７７６ ７３，６１２ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの （１８，４４４） （１８，４４４） - 
 ヘッジ会計が適用されているもの （２１，２６３） （２１，２６３） - 
（借入金）    
  （６，３５５） （９，５１７） △３，１６２ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については、（ ）で示しております。 

・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現金及び預貯金 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)に基づく有価証券と

して取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

９月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表計上額は、２７９百万円、組合出

資金等の当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表計上額は９５１百万円であります。 

 
③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返
済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 
一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して

時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッ

シュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
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割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 

④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引、金利スワップション取引及びクレジット・デフォルト・
スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

3.  前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を省略して

おります。 

 

4.  消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間連結貸借対照表価額は、133,174百万円であります。 

 

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は８９０百万

円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は１71百万円、延滞債権額は６５８百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額０百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令(昭和 40年政令第 97号) 第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３カ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、６０百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6.  特別勘定の資産の額は３０３，３３８百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  

 

7. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.  担保に供されている資産の額は、有価証券２２，１３４百万円であります。 

また、担保付債務の額はありません。 

 

9. １株当たりの純資産額は、７２２，３１５，７５２円７４銭であります。 

 

10. その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された永久劣後特約付借入金

当連結会計年度期首現在高       ３１，４７１百万円 

当中間連結会計期間契約者配当金支払額 ８，８５４百万円 

利息による増加等 ０百万円 

契約者配当準備金繰入額 ５，３７０百万円 

その他による増加 ０百万円 

当中間連結会計期間末現在高 ２７，９８７百万円 
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６，３５５百万円を計上しております。 

 

11. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期間末における今

後の負担見積額は３４，８４８百万円であります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として

処理しております。 

 

12. 責任準備金対応債券に係る中間連結貸借対照表計上額は１０，７７６，２２５百万円、時価は１２，９９２，０１

９百万円であります。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞ

れ小区分としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すなわち将来における一定期間内の保

険収支に基づくデュレーションを勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群について、当中間連

結会計期間末日現在の保有契約から今後４０年以内に生じると予測される保険金・経費等のキャッシュ・アウト

フローと保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それらの金利感応度をコントロールすること

により金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券のデュレーション及び資金配分を定めて

おり、また、四半期毎の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っております。 

上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１６．２

年、将来の保険料のデュレーションは９．２年、責任準備金対応債券のデュレーションは１９．３年となっており

ます。また、②ユーロ建保険契約群の保険収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１７．6 年、将来の保

険料のデュレーションは７．8年、責任準備金対応債券のデュレーションは１６．３年となっております。 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債

特性を持つ再保険契約を含む）③米ドル建保険ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）④米ドル

建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑤豪ドル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保

険契約を含む）をそれぞれ小区分としております。 

各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内

でマッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

責任準備金対応債券の設定にあたっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づき、一般勘定負債

のうち円建保険契約群を小区分としております。 

小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内で

マッチングさせることにより、金利変動リスクを管理しております。 

当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについ

ては、リスク管理部門がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員会が責任準備金対応債券

への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを定期的に行っております。 

 

13. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（中間連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの中間純利益は４４，１７５，３１１円６３銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 




